
 

 
 

 

 

2019年５月 10日の決算発表以降いただいた主なご質問とご回答は以下の通りです。 

 

 

Q1 店舗数の削減や店舗軽量化の方針は 

A1 

地方銀行としての使命やお客さまの利便性の観点からも店舗数を急激に削減する 

ことはせず、お客さまとの接点として拠点網を維持していく 

店舗の軽量化については、営業体制改革や業務 BPR と一体で取り組んでおり、   

大規模店への機能集約や業務の自動化を進め、店舗をスリム化していく 

 

Q2 システム関連を含めた経費の見通しは 

A2 

次世代システムが稼動予定の 2020年度にシステム関連経費はピークとなる見込みで 

あるが、一方で業務粗利益の増加に向けた取り組みや業務 BPR による経費削減を進め、

OHR を 55％程度にコントロールしていく 

 

Q3 与信関係費用の見通しは 

A3 

2018 年度の不良債権処理額（ネッティング前）は 2017 年度から減少しており、   

今後も 2018 年度と同程度の水準を維持することを想定している 

また、一般貸倒引当金の算定には保守的に平均残存期間を用いているほか、ディス 

カウント・キャッシュ・フロー法による引き当ても実施しており、企業の倒産件数が増加

しても与信関係費用の増加は限定的となる見込みである 

 

Q4 有価証券ポートフォリオ再構築の状況は 

A4 

有価証券運用における安定的な収益確保のため、有価証券ポートフォリオの再構築を

行っている。短期的な収益獲得のために市場部門で過度なリスクテイクをすることなく、

中長期的な視点で構築を進めている 

 

以上 

主なご質問とご回答 


